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「第 106 回定時株主総会招集通知及び株主総会資料」の一部修正について 
 

 2025 年６月５日に当社ウェブサイトに掲載しております「第 106 回定時株主総会招集通知

及び株主総会資料」の記載事項に一部修正すべき事項がございましたので、謹んでお詫び申

し上げますとともに、下記のとおり修正させていただきます。 

なお、本修正は、招集ご通知の電子提供措置開始前に確認されたことから、当社ウェブサ

イト及び東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）には、修正後の電子デ

ータを掲載しておりますが、既に校了手続きが完了しているため、お手元に届くものは訂正

前のものとなります。何卒ご了承ください。 

 

 

記 

 

修正箇所（修正箇所につきましては下線を付して表示しております。） 

「第 106 回定時株主総会招集ご通知」13 頁から 15 頁 

「Ⅵ．会社の体制及び方針に関する事項 １．業務の適正を確保するための体制」の文中 

 

修 正 前 修 正 後 
 

＜略＞ 
 

＜新設＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜略＞ 

 
（５）企業集団の業務の適正を確保するための 

体制 
①子会社の取締役等の職務の執行に係る事項

の当社への報告に関する体制 
子会社の業務に関する重要な情報について
は、「子会社管理規程」に基づき、報告責任
のある取締役が定期的又は随時報告して、
取締役会において情報共有ならびに協議を
行う。 

②子会社の損失の危険の管理に関する規程そ
の他の体制 
当社は、子会社を管理する主管部門を「子会
社管理規程」において、管理部と定め、子会
社の事業運営に関する重要な事項につい
て、管理部は子会社から適時に報告を受け
る。 

 
 



 

 

修 正 前 修 正 後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）       ＜略＞ 
 
（６）取締役（監査等委員である取締役を除く。）

及び使用人が監査等委員会に報告するため
の体制その他の監査等委員会への報告に関
する体制並びに報告をした者が当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制 

 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）
又は使用人は、監査等委員会から業務執行
に関する事項について報告を求められたと
きは、速やかに適切な報告を行い、また、法
令等の違反行為に加え、当社に重大な影響
を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプ
ライアンス・ホットラインによる通報状況
を把握次第、直ちに監査等委員又は監査等
委員会に対して報告を行う。当社は、当該報
告をしたことを理由として、報告をした者
に不利な取扱いを行うことを禁止し、これ
を取締役（監査等委員である取締役を除
く。）及び使用人に周知徹底する。 

 
 

 
（７）       ＜略＞ 
（８）       ＜略＞ 
（９）       ＜略＞ 
（10）       ＜略＞ 

 

 
③子会社の取締役等の職務の執行が効率的に

行われることを確保するための体制 
当社は必要に応じて、当社の取締役及び使
用人の中から相応しい者を、子会社の取締
役として任命・派遣し、当社及び子会社の業
務の適正な遂行を確保する。 

④子会社の取締役等及び使用人の職務の執行
が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制 
当社及び子会社全体として、企業倫理遵守
に関する行動をより明確に実践するため、
「倫理規定」並びに「ＯＣＭ行動憲章」を定
め、当社及び子会社の取締役及び使用人に
周知徹底させる。また、当社の内部監査部門
が、子会社の内部監査を実施する体制を構
築する。 

⑤その他の企業集団における業務の適正を確
保するための体制 
当社及び子会社は、経営の自主性及び独立
性を保持しつつ、企業集団における業務の
適正を確保するため、子会社がグループ経
営の観点から重要な事項を実施する場合に
おいては、事前に当社の承認を得ることを
求め、また子会社が当社に適時報告を行う。 

 

（６）       ＜略＞ 
 
（７）当社及び子会社の取締役（当社の監査等委

員である取締役を除く。）、監査役及び使用人
が監査等委員会に報告するための体制その
他の監査等委員会への報告に関する体制並
びに報告をした者が当該報告をしたことを
理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制 

当社及び子会社の取締役（当社の監査等委
員である取締役を除く。）、監査役又は使用
人は、監査等委員会から業務執行に関する
事項について報告を求められたときは、速
やかに適切な報告を行い、また、法令等の違
反行為に加え、当社に重大な影響を及ぼす
事項、内部監査の実施状況、コンプライアン
ス・ホットラインによる通報状況を把握次
第、直ちに監査等委員又は監査等委員会に
対して報告を行う。当社は、当該報告をした
ことを理由として、報告をした者に不利な
取扱いを行うことを禁止し、これを当社及
び子会社の取締役（当社の監査等委員であ
る取締役を除く。）、監査役及び使用人に周
知徹底する。 

 
（８）       ＜略＞ 
（９）       ＜略＞ 
（10）       ＜略＞ 
（11）       ＜略＞ 
 

以上 

 


